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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第69期
第３四半期
連結累計期間

第70期
第３四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (百万円) 939,238 923,450 1,231,046

経常利益 (百万円) 15,740 15,718 19,844

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 10,140 9,916 14,225

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 12,042 16,410 15,296

純資産額 (百万円) 184,948 201,926 188,271

総資産額 (百万円) 657,686 676,570 598,871

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 147.69 144.62 207.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 134.26 131.35 188.22

自己資本比率 (％) 28.11 29.82 31.41
 

 

回次
第69期
第３四半期
連結会計期間

第70期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 47.27 69.83
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第３四半期累計期間における医療用医薬品市場は、ジェネリック医薬品の使用促進などの医療費抑制策の推進

により、引き続き厳しい環境下にあります。当社におきましては、Ｃ型肝炎治療薬市場の縮小の影響を大きく受け

ましたが、通期計画に対して売上高、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益のいずれも基準進

捗を上回り、堅調に推移しました。

当社グループは、医療・健康・介護に携わる企業集団として、引き続き、患者様や医療機関さらには在宅医療・

看護に携わる専門職の皆様が抱える課題を解決する付加価値サービス型ビジネスモデルへの変革をグループ一体と

なって加速させるとともに、人員・組織の最適化や業務の効率化等を推進することで、収益性の向上に努めまし

た。2016年11月に発足させた共創未来ファーマ㈱は、「共創未来ファーマ」ブランドとして初めて製造販売承認を

取得した４成分９品目を含む６成分14品目を新たに12月に発売するなど、積極的な取り組みを継続しております。

また、2017年11月に、災害時にも医薬品等を安定供給出来る安心・安全の流通体制を強化するため、都心に位置す

る京浜トラックターミナル「ダイナベース」内に総合物流センターを新築することを決定しました。

当第３四半期の連結業績は、売上高923,450百万円（前年同期比1.7％減）、営業利益11,107百万円（前年同期比

1.7％減）、経常利益15,718百万円（前年同期比0.1％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益9,916百万円（前年

同期比2.2％減）となりました。

　

セグメントの業績の概略は以下のとおりです。

医薬品卸売事業においては、製品価値に応じた価格体系に基づく単品単価での価格交渉を推進するなど適正利益

の確保に注力するとともに、事業基盤の強化に取り組みました。また、当社独自の顧客支援システムを大きな収益

の柱と位置付け、積極的に契約件数の拡大を図るとともに、提案活動を通じた医療機関との関係強化に努めまし

た。その結果、当第３四半期の医薬品卸売事業の売上高は885,362百万円（前年同期比1.9％減）、セグメント利益

（営業利益）は9,996百万円（前年同期比9.7％減）となりました。

調剤薬局事業においては、調剤報酬改定への対応を進めるとともに、人員の適正化および当社の顧客支援システ

ムの活用などによる店舗業務の標準化や効率化を引き続き推進することで、収益性の改善に取り組みました。その

結果、売上高は73,271百万円（前年同期比2.1％増）、セグメント利益（営業利益）は2,472百万円（前年同期比

208.1％増）となりました。

治験施設支援事業では、売上高は228百万円（前年同期比18.1％減）、セグメント利益（営業利益）は55百万円

（前年同期比40.3％減）、情報機器販売事業においては、売上高は1,123百万円（前年同期比0.6％減）、セグメン

ト損失（営業損失）は58百万円となりました。

（注）セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高を含んでおります。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて15.0％増加し、491,011百万円となりました。これは、現金及び預金が

30,681百万円、受取手形及び売掛金が22,909百万円、商品及び製品が11,588百万円それぞれ増加したこと等により

ます。
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固定資産は、前連結会計年度末に比べて8.0％増加し、185,559百万円となりました。これは、投資有価証券が

12,137百万円、有形固定資産が3,069百万円それぞれ増加し、のれんが1,193百万円減少したこと等によります。

この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて13.0％増加し、676,570百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて15.8％増加し、427,048百万円となりました。これは、支払手形及び買掛

金が59,849百万円増加したこと等によります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて13.8％増加し、47,595百万円となりました。これは、長期借入金が4,021

百万円増加したこと等によります。

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて15.6％増加し、474,644百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて7.3％増加し、201,926百万円となりました。これは、利益剰余金が

7,697百万円、その他有価証券評価差額金が6,494百万円それぞれ増加したこと等によります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

 

（５）主要な設備

前連結会計年度末に計画中であった設備投資については、以下のとおり完了しております。

　　　　・九州東邦㈱の熊本北営業所移転のための土地、建物　平成29年８月完了

　　　　・九州東邦㈱の大牟田営業所移転のための土地、建物　平成29年11月完了

　　　　・㈱セイエルの宇部営業所移転のための建物　　　　　平成29年12月完了

当第３四半期連結累計期間において、当社は、以下のとおり、東京都大田区平和島に建築中の京浜トラックター

ミナル「ダイナベース」の賃貸借契約の締結について決議し、「総合物流センター」の新築を決定しております。

　①「総合物流センター」の内容

　　名称　：未定

　　所在地：東京都大田区平和島二丁目１番１号

　　　　　　京浜トラックターミナル内「ダイナベース」

　　面積　：50,766平方メートル（「ダイナベース」の２階から５階）

　　投資予定額：物流設備 60億円　他

　②設備の稼働時期

　　「ダイナベース」の竣工時期　　：平成30年７月（予定）

　　「総合物流センター」の稼働時期：平成31年７月（予定）
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 192,000,000

計 192,000,000
 

　

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成30年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 78,270,142 78,270,142
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であり
ます。

計 78,270,142 78,270,142 ― ―
 

（注） 提出日現在発行数には、平成30年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　平成29年10月１日～
　平成29年12月31日

― 78,270 ― 10,649 ― 46,177
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成29年９月30日の株主名簿により記載しております。

 

① 【発行済株式】

   平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 9,755,200

― ―

(相互保有株式)
普通株式    38,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 68,414,000 684,140 ―

単元未満株式 普通株式 　 62,942 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数         78,270,142 ― ―

総株主の議決権 ― 684,140 ―
 

　(注)「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権の数３個)含まれておりま

す。

 

② 【自己株式等】

  平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
提出会社

東京都世田谷区代沢
５－２－１

9,755,200 ― 9,755,200 12.46

（相互保有株式）
酒井薬品株式会社

東京都三鷹市野崎
１－11－22

33,000 ― 33,000 0.04

（相互保有株式）
協栄薬品株式会社

富山県富山市新庄町44-５ 4,000 ― 4,000 0.01

（相互保有株式）
株式会社ヤマトメディカ
ル

熊本県熊本市北区武蔵ケ
丘７－２－55

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 9,793,200 ― 9,793,200 12.51
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 31,966 62,648

  受取手形及び売掛金 284,205 307,114

  商品及び製品 73,575 85,164

  その他 37,616 36,398

  貸倒引当金 △312 △315

  流動資産合計 427,052 491,011

 固定資産   

  有形固定資産 86,371 89,441

  無形固定資産   

   のれん 4,300 3,106

   その他 2,998 2,621

   無形固定資産合計 7,298 5,728

  投資その他の資産   

   投資有価証券 68,781 80,919

   その他 11,972 12,088

   貸倒引当金 △2,605 △2,617

   投資その他の資産合計 78,148 90,390

  固定資産合計 171,818 185,559

 資産合計 598,871 676,570
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 349,039 408,888

  短期借入金 4,216 3,493

  未払法人税等 3,020 2,019

  賞与引当金 3,506 1,710

  役員賞与引当金 75 51

  返品調整引当金 324 354

  その他 8,575 10,529

  流動負債合計 368,758 427,048

 固定負債   

  社債 15,041 15,030

  長期借入金 1,962 5,983

  退職給付に係る負債 1,786 1,828

  資産除去債務 1,078 1,095

  負ののれん 49 30

  その他 21,923 23,627

  固定負債合計 41,841 47,595

 負債合計 410,599 474,644

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,649 10,649

  資本剰余金 47,856 47,874

  利益剰余金 128,123 135,820

  自己株式 △16,051 △16,612

  株主資本合計 170,577 177,731

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 21,836 28,330

  土地再評価差額金 △4,287 △4,304

  その他の包括利益累計額合計 17,548 24,025

 新株予約権 145 168

 純資産合計 188,271 201,926

負債純資産合計 598,871 676,570
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 939,238 923,450

売上原価 856,149 840,987

売上総利益 83,088 82,462

販売費及び一般管理費   

 役員報酬及び給料手当 34,758 34,525

 賞与引当金繰入額 1,666 1,684

 役員賞与引当金繰入額 56 51

 退職給付費用 179 165

 福利厚生費 5,881 5,949

 車両費 817 819

 貸倒引当金繰入額 49 32

 減価償却費 3,317 3,315

 のれん償却額 1,648 1,485

 賃借料 5,221 5,307

 租税公課 1,272 1,289

 仮払消費税の未控除費用 3,996 3,966

 その他 12,924 12,760

 販売費及び一般管理費合計 71,790 71,355

営業利益 11,298 11,107

営業外収益   

 受取利息 52 47

 受取配当金 1,072 1,361

 受取手数料 2,277 2,271

 負ののれん償却額 19 18

 持分法による投資利益 28 41

 その他 1,606 1,313

 営業外収益合計 5,057 5,054

営業外費用   

 支払利息 72 40

 不動産賃貸費用 412 283

 その他 130 119

 営業外費用合計 615 443

経常利益 15,740 15,718
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           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

特別利益   

 固定資産売却益 153 5

 関係会社清算益 - 39

 その他 9 5

 特別利益合計 162 50

特別損失   

 固定資産処分損 149 71

 減損損失 54 48

 その他 82 4

 特別損失合計 286 124

税金等調整前四半期純利益 15,617 15,644

法人税、住民税及び事業税 4,149 4,920

法人税等調整額 1,326 807

法人税等合計 5,476 5,728

四半期純利益 10,140 9,916

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,140 9,916
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 10,140 9,916

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,892 6,492

 持分法適用会社に対する持分相当額 9 1

 その他の包括利益合計 1,902 6,494

四半期包括利益 12,042 16,410

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 12,042 16,410

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　  　該当事項はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)、のれんの償却額及び負のの

れんの償却額は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 3,317百万円 3,315百万円

のれんの償却額 1,648百万円 1,485百万円

負ののれんの償却額 19百万円 18百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月11日
取締役会

普通株式 1,029 15 平成28年３月31日 平成28年６月９日 利益剰余金

平成28年11月９日
取締役会

普通株式 1,029 15 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月11日
取締役会

普通株式 1,031 15 平成29年３月31日 平成29年６月９日 利益剰余金

平成29年11月８日
取締役会

普通株式 1,027 15 平成29年９月30日 平成29年12月５日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。　

EDINET提出書類

東邦ホールディングス株式会社(E02608)

四半期報告書

13/18



 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント
調整額
 (百万円)
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)
（注２）

医薬品
卸売事業
(百万円)

調剤薬局
事業
(百万円)

治験施設
支援事業
 (百万円)

情報機器
販売事業
(百万円)

計
 (百万円)

売上高        

(1) 外部顧客に対する
売上高

866,498 71,489 279 970 939,238 ― 939,238

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

35,884 259 ― 160 36,303 △36,303 ―

計 902,382 71,748 279 1,130 975,541 △36,303 939,238

セグメント利益 11,067 802 92 12 11,974 △676 11,298
 

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間の内部取引の消去、未実現利益の消去及び全社費用によるもの

であります。

 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント
調整額
 (百万円)
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
(百万円)
（注２）

医薬品
卸売事業
(百万円)

調剤薬局
事業
(百万円)

治験施設
支援事業
 (百万円)

情報機器
販売事業
(百万円)

計
 (百万円)

売上高        

(1) 外部顧客に対する
売上高

849,460 72,987 228 773 923,450 ― 923,450

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

35,901 283 ― 350 36,535 △36,535 ―

計 885,362 73,271 228 1,123 959,985 △36,535 923,450

セグメント利益又は損失（△） 9,996 2,472 55 △58 12,465 △1,358 11,107
 

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間の内部取引の消去、未実現利益の消去及び全社費用に

よるものであります。

 ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 147円69銭 144円62銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 10,140 9,916

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純利益金額(百万円)

10,140 9,916

普通株式の期中平均株式数(株) 68,659,011 68,566,442

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 134円26銭 131円35銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) △7 △7

　 （うち受取利息（税額相当額控除後）（百万円）） （△7） （△7）

普通株式増加数(株) 6,807,914 6,866,523

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要

― ―

 

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

 

　第70期(平成29年４月１日から平成30年３月31日まで)中間配当については、平成29年11月８日開催の取締役会におい

て、平成29年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

　① 配当金の総額                                1,027百万円

　② １株当たりの金額                                 　15円

　③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成29年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年２月14日

東邦ホールディングス株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　佐　　藤　　明　　典　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　山　　村　　竜　　平　　㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　小　　川　　浩　　徳　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦ホールディ

ングス株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月

１日から平成29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成29年12月31

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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